



















































1894年～ 1895年－日清戦争、1904年～ 1905年－日露戦争、1914年～ 1918年－第
一次世界大戦、1931年～ 1933年－いわゆる“満州事変”（ここからが十五年戦争）、
1937年～ 1945年－日中戦争（いわゆる“支那事変”）、1941年～ 1945年－太平洋戦
争という歴史があります。
戦争に向かう国では、国家予算に占める「直接軍事費」の割合は、厖大に膨れ上
がっていきます。大蔵省昭和財政史編集室編『昭和財政史　第四巻　臨時軍事費』（東
洋経済新報社、1955年）によれば、国家予算に占める軍事費の割合は、日清戦争時
で69.2%、日露戦争の時期には82.3%、太平洋戦争の末期には85.6%を占めるまでに
なっていました。使途の８割以上を占めたのは兵器を中心にした「物件費」でした。
戦争は儲ける企業があるということです。そうした実際をみても、福祉と戦争は両
立することはありませんし、スポーツも軍事教練化させられてきた歴史があります。
戦後70年間は戦争がありませんでしたが、戦前だけをみれば、51年間で６回の戦
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争、10年に１回は戦争をしていたことになります。戦争をしていた期間はあしかけ
25年にわたることになります。まさに20世紀も戦争の世紀でした。戦争の世紀をス
トップさせてきたのが憲法第９条であり、戦争を繰り返させてはならないという国
民の声であったのです。いまこの時代のなかでどう生きるのかが一人ひとりに問わ
れています。
今日の政治の分岐点
今の大きな政治の分岐点は、国家の安泰と「抑止力」があってこそ国民の幸せは
守られると考えるのか、一人ひとりの幸せが束になって国の本当の幸せの姿がある
と考えるのかです。
平和は力づくでは実現できないことは、イラク戦争やアフガニスタンの現実をみ
るだけでもわかります。わが国の第二次大戦後の歴史をみても、戦災孤児・浮浪児
のための収容施設である児童養護施設、戦争で夫を亡くした寡婦と子どものための
母子寮（現在の母子生活支援施設）、戦争で重傷を負った傷痍軍人のための身体障害
者施設などによって、戦争犠牲者のためのケアと救済の制度として福祉は再出発を
することになりました。
私は「沖縄戦と孤児院」の研究を続けていますが、聞き取り調査のなかで、「孤児
院での記憶はコンクリートで固めて、沖縄の海に捨てたい！」と、吐き捨てるよう
に言われた方の言葉を忘れられません。戦争に向かう時代には、最も弱き人々がま
ずは切り捨てられてきました。障がい者、貧農、沖縄の地など、こうした戦争と福
祉の負の歴史を再び繰り返すことがあってはならないと決意しています。
人間としてのまっとうな怒りを持ち続け、それぞれの持ち場でできることをやっ
ていく勇気を持って行動し、この時代の希望と未来を創りだしていきましょう。
